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令 和 ７年 度  深 谷 市 水 道 事 業 会 計 予 算  

 

（ 総 則 ） 

第 １ 条  令 和 ７ 年 度 深 谷 市 水 道 事 業 会 計 の 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ

る 。  

（ 業 務 の 予 定 量 ） 

第 ２条  業 務 の予 定 量 は 、次 の と おりと す る 。 

（ １ ）  給 水 戸 数 ６ ２ ， ６ ２４  戸  

（ ２ ）  年 間 総 給 水 量 １ ５ ， ３ ０２ ， ２ ４３  ㎥  

（ ３ ）  一 日 平 均 給 水 量 ４ １ ， ９ ２４  ㎥  

（ ４ ）  主 要 な 建 設 改 良 事 業 １ ， ６ ７ ３ ，７ ７ ９  千 円  

 ア  浄 配 水 設 備 改 良 費 ６ ３ ０ ， ９０ ６  千 円  

 イ  老 朽 管 更 新 事 業 費 ６ ３ ６ ， ６４ ５  千 円  

 ウ  施 設 整 備 事 業 費 ４ ０ ６ ， ２２ ８  千 円  

（ 収 益 的 収 入 及 び支 出 ） 

第 ３条  収 益 的 収 入 及 び支 出 の予 定 額 は 、次 の と おり と定 め る 。 

収    入  

第 １款  水 道 事 業 収 益 ３ ， １ ８ ４ ，１ ９ ２  千 円  

第 １項  営 業 収 益 ２ ， ７ ８ ６ ，２ ９ ８  千 円  

第 ２項  営 業 外 収 益 ３ ９ ７ ， ８９ ４  千 円  

                   支    出  

第 １款  水 道 事 業 費 用 ３ ， ０ ３ ５ ，３ ７ ４  千 円  

第 １項  営 業 費 用 ２ ， ８ ９ ０ ，３ ３ ９  千 円  

第 ２項  営 業 外 費 用 １ ３ ３ ， ４３ ５  千 円  

第 ４項  特 別 損 失 １ ， ６ ０ ０  千 円  

第 ５項  予 備 費 １ ０ ， ０ ００  千 円  
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（ 資 本 的 収 入 及 び支 出 ） 

第 ４条  資 本 的 収 入 及 び支 出 の予 定 額 は 、次 の と おり と定 め る（ 資 本 的 収

入 額 が資 本 的 支 出 額 に対 し不 足 する額 １，２５５，３１２千 円 は、当 年 度 分 消

費 税 及 び 地 方 消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 １ ４ ５ ， ０ ０ ２ 千 円 、 過 年 度 分   

損益勘定留保資金４８６，８１０千円及び当年度分損益勘定留保資金６２３，５００千円 

で補てんするものとする。）。 

収    入  

第 １款  資 本 的 収 入 １ ， １ ４ ７ ，４ ６ ６  千 円  

第 １項  企 業 債 １ ， ０ ０ ９ ，０ ０ ０  千 円  

第 ２項  負 担 金 １ ２ ８ ， ４６ ６  千 円  

第 ９項  補 償 金 １ ０ ， ０ ００  千 円  

支    出  

第 １款  資 本 的 支 出 ２ ， ４ ０ ２ ，７ ７ ８  千 円  

第 １項  建 設 改 良 費 １ ， ６ ８ ６ ，６ ９ １  千 円  

第 ２項  償 還 金 ７ ０ ６ ， ０８ ７  千 円  

第 ４項  予 備 費 １ ０ ， ０ ００  千 円  

 

（ 継 続 費 ）    

第 ５条  継 続 費 の総 額 及 び年 割 額 は、 次 の とお り と定 め る。  

款 項 事業名 総額 年度 年割額 

１ 
資本的 
支出 

１ 

建設 

改良費 

本田配水場拡張事業 ４６５,１３６千円 
Ｒ７ ３２５,５９５千円 

Ｒ８ １３９,５４１千円 
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（ 債 務 負 担 行 為 ）    

第 ６ 条  債 務 負 担 行 為 を す る こ と が で き る 事 項 、 期 間 及 び 限 度 額 は 、 次 の と

お り と定 め る 。 

事         項 期    間 限  度  額 

浄配水場運転管理等業務委託 
令和 ８ 年 度から 

令和 12 年度まで 
１,４０６,２００千円 

メーター交換・長期中止中等メーター撤

去・漏水修繕待機業務委託及び特設配

水管用資材費 

令和 ８ 年 度まで ４４，１００千円 

コンビニ収納業務委託 令和 ８ 年 度まで ７，８００千円 

土地賃借料 令和 ８ 年 度まで ３００千円 

損害共済等保険料 令和 ８ 年 度まで ２，５００千円 

管路情報管理システム再構築業務 令和 ８ 年 度まで １１７，９００千円 

川本浄水場県水流量計更新工事 令和 ８ 年 度まで ６，２００千円 

前川原送水管基本・実施設計及び水源

整備工事設計業務委託 
令和 ８ 年 度まで ８８，５００千円 

たな卸資産購入限度額 令和 ８ 年 度まで ３２，７００千円 
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（ 企 業 債 ） 

第 ７ 条  起 債 の 目 的 、 限 度 額 、 起 債 の 方 法 、 利 率 及 び償 還 の 方 法 は 、 次 の

と お り と定 め る 。 

起 債 の目 的  限 度 額  
起 債 の 

方 法  
利 率  償 還 の方 法  

 千 円  

普 通 貸 借  

又 は 

証 券 発 行  

４ ％ 以 内

（ た だ し 、 利 率

見 直 し 方 式 で

借 り 入 れ る 資

金 に つ い て 、

利 率 の 見 直 し

を 行 っ た 後 に

つ い て は 、 当

該 見 直 し 後 の

利 率 ）  

 

借 入 先 の 定 め

る 融 資 条 件 に 従

う も の と す る 。  

た だ し 、 市 財

政 の 都 合 に よ り

据 置 期 間 及 び

償 還 期 限 を 短 縮

し 、 又 は 繰 上 償

還 も し く は 低 利 に

借 換 え す る こ と が

で き る 。  

浄 配 水 設 備 

改 良 事 業 
１ ５ ８ ， ００ ０  

老 朽 管  

更 新 事 業  
５ ０ ４ ， ００ ０  

施 設 整 備  

事 業  
３ ４ ７ ， ００ ０  

計  １ ， ０ ０ ９ ，０ ０ ０     

 

（ 予 定 支 出 の各 項 の 経 費 の金 額 の流 用 ） 

第 ８条  予 定 支 出 の 各 項 の 経 費 の 金 額 を 流 用 す る こ と がで き る 場 合 は 、 次 の

と お り と定 め る 。 

（ １ ）営 業 費 用 

（ ２ ）営 業 外 費 用 

（ ３ ）特 別 損 失 

（ ４ ）建 設 改 良 費 

（ ５ ）償 還 金 
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（ 議 会 の 議 決 を 経 な け れ ば 流 用 す る こと の で き な い経 費 ） 

第 ９ 条  次 に 掲 げ る 経 費 に つ い て は 、 そ の 経 費 の 金 額 を 、 そ れ 以 外 の 経 費 の

金 額 に 流 用 し 、 又 は そ れ 以 外 の 経 費 を そ の 経 費 の 金 額 に 流 用 す る 場 合

は 、 議 会 の議 決 を 経 な け れ ばなら な い。  

（ １ ）職 員 給 与 費      ２ ３ ７ ， ７７ ８ 千 円   

 

 （ 他 会 計 か ら の補 助 金 ） 

第 １ ０ 条  水 源 確 保 等 の た め 、 一 般 会 計 か ら こ の 会 計 へ 補 助 を 受 け る 金 額

は 、 １ ２１ ， ０ １ ２千 円 で あ る 。 

   

（ た な卸 資 産 購 入 限 度 額 ） 

第 １ １条  た な卸 資 産 の購 入 限 度 額 は、 ２ ６ ， ８ ４２ 千 円 と定 め る 。   

 

 

  令 和 ７年 ２月 ２０日 提 出  

 

深 谷 市 長   小  島   進    
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地方公営企業法施行令第１７条の２の規定による

予　算　に　関　す　る　説　明　書
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収　　　入 （単位：千円）
予定額

1 水道事業収益 3,184,192 253,422)

1 営業収益 2,786,298 251,970)

1 給水収益 2,600,490

236,409)

3 受託工事収益 12,431

1,131)

4 加入金 96,580

8,780)

8 その他営業収益 76,797 60,840

15,957

5,650)

2 営業外収益 397,894 1,452)

1 4,064 262

3,802

3 他会計補助金 122,463 121,012

1,451

5 長期前受金戻入 232,508 ・固定資産取得に係る国庫補助金等の減価償却費相当額

9 雑収益 16,654

1,452)

10 消費税及び 22,205

地方消費税還付金

受取利息及び配
当金

・水源確保等に係る一般会計補助金

・合角ダム償還金県補助金

令和７年度深谷市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

款 項 目 備考

・公共下水道関係

（うち仮受消費税及び地方消費税

（うち仮受消費税及び地方消費税

・下水道使用料等徴収事務負担金

・消火栓維持管理費ほか

（うち仮受消費税及び地方消費税

（うち仮受消費税及び地方消費税

・年間予定給水量　15,302,243㎥

（うち仮受消費税及び地方消費税

・メーター売却代金ほか

（うち仮受消費税及び地方消費税

（うち仮受消費税及び地方消費税

・預金利息

・有価証券利息

（うち仮受消費税及び地方消費税
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支　　　出 （単位：千円）
予定額

1 水道事業費用 3,035,374 127,851)

1 営業費用 2,890,339 127,851)

1 原水及び浄水費 1,063,813 28,662

8,337

240,340

28,878

22,257

267,661

452,941

14,737

93,040）

2 配水及び給水費 262,626 30,611

3,614

8,761

220

27,910

174,156

15,290

2,064

21,130）

3 受託工事費 11,302

1,028）

（うち仮払消費税及び地方消費税

（うち仮払消費税及び地方消費税

・手数料

款 項 目 備考

・修繕費

・職員給与費（職員4人）

・法定福利費

・委託料

・動力費

・受水費

・通信運搬費ほか

（うち仮払消費税及び地方消費税

・修繕費

・職員給与費（職員4人）

・職員給与費（会計年度任用職員1人）

・法定福利費（職員4人）

・法定福利費（会計年度任用職員1人）

・委託料

・材料費

・備消耗品費ほか

（うち仮払消費税及び地方消費税

・公共下水道関係

（うち仮払消費税及び地方消費税
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（単位：千円）
予定額

4 総係費 211,059 52,350

3,464

・報酬（上下水道事業運営審議会） 195

15,000

220

1,449

・通信運搬費 17,160

111,069

2,352

2,011

5,789

12,507）

8 減価償却費 1,325,756 1,325,693

63

9 資産減耗費 15,783 15,283

500

2 営業外費用 133,435

1 支払利息 133,092

3 雑支出 343

4 特別損失 1,600 146）

3 1,600

146）

5 予備費 10,000

1 予備費 10,000

（うち仮払消費税及び地方消費税

款 項 目 備考

・無形固定資産

・賃借料

・職員給与費（職員7人）

・職員給与費（会計年度任用職員1人）

・法定福利費（職員7人）

・法定福利費（会計年度任用職員1人）

・備消耗品費

・委託料

過年度損益修正
損

・企業債利息

・控除対象外税額

（うち仮払消費税及び地方消費税

・固定資産除却費

・たな卸資産減耗費

・保険料

・手数料ほか

（うち仮払消費税及び地方消費税

・有形固定資産
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収　　　入 （単位：千円）
予定額

1 資本的収入 1,147,466 7)

10,429)

1 企業債 1,009,000

1 企業債 1,009,000

158,000

504,000

施設整備事業 347,000

2 負担金 128,466 7)

9,520)

1 負担金 128,466 ・公共下水道関係 113,014

・消火栓布設替 13,200

・道路関係 2,178

74

9 補償金 10,000 909)

1 補償金 10,000

資本的収入及び支出

・企業債

浄配水設備改良事業

（うち仮受消費税及び地方消費税

・管網図システム関係

（うち消費税及び地方消費税相当額

款 項 目 備考

（うち仮受消費税及び地方消費税

（うち消費税及び地方消費税相当額

老朽管更新事業

（うち消費税及び地方消費税相当額

・国道電線共同溝工事補償金
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支　　　出 （単位：千円）
予定額

1 資本的支出 2,402,778 145,342)

1 建設改良費 1,686,691 145,342)

1 630,906 20,543

5,918

31,172

570,749

2,524

54,968)

2 636,645 31,096

8,602

・旅費 47

596,900

54,288)

3 施設整備事業費 406,228 15,653

4,532

・旅費 108

・委託料 42,345

・工事請負費 343,590

35,104)

4 営業設備費 2,119 ・メ－タ－新規設置 687台

5 固定資産購入費 10,793 6,765

1,540

2,488

982)

2 償還金 706,087

1 企業債償還金 706,087

4 予備費 10,000

1 予備費 10,000

老朽管更新事業
費

・車両及び運搬具購入費

・工具器具及び備品購入費

（うち仮払消費税及び地方消費税

款 項 目 備考

（うち仮払消費税及び地方消費税

（うち仮払消費税及び地方消費税

浄配水設備改良
費

・企業債元金

・法定福利費

（うち仮払消費税及び地方消費税

・賃借料ほか

（うち仮払消費税及び地方消費税

・職員給与費（職員3人）

・法定福利費

・委託料

・工事請負費

・機械及び装置購入費

・職員給与費（職員5人）

・法定福利費

・工事請負費

（うち仮払消費税及び地方消費税

・職員給与費（職員2人）
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（単位：千円）

科　　　　　　目 金　　　　　　額

Ⅰ　　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　浄水場の運転管理等に要する支出 △ 1,382,585

　　　　人件費支出 △ 148,955

　　　　営業収入 2,746,822

　　　　負担金、補助金等収入 190,092

　　　　その他の収支 △ 24,404

　　　　　小計 1,380,970

　　　　利息及び配当金の受取額 4,064

　　　　利息の支払額 △ 133,092

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 1,251,942

Ⅱ　　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　固定資産の取得による支出 △ 1,624,823

　　　　固定資産の売却による収入 0

　　　　国庫補助金等による収入 10,000

　　　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 128,466

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,486,357

Ⅲ　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　企業債による収入 1,009,000

　　　　企業債の償還による支出 △ 706,087

　　　　他会計からの出資による収入 0

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 302,913

Ⅳ　　資金の増減額 68,498

Ⅴ　　資金の期首残高 1,144,614

Ⅵ　　資金の期末残高 1,213,112

令和７年度深谷市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和８年３月３１日）
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（単位：千円）

(人)

（単位：千円）

10

27

18

15

15

0

10

４ 月 １ 日 職 員 数

15

0

17

35,756

67,292

186,188

40,533

給 料報 酬 合 計

5,315

0

△ 2,900

2,372

238,306

83,972

45,058

合 計
手 当

39,308

1,708

107,994

26,759

73,525

法 定
福 利 費

63,970

182,548

給与費

0

4,834

5,315

4,834

3,322

給与費明細書

本
年
度

１総括

特別職 一般職

特殊勤務
手 当

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

区 分

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

住居手当

合 計

前
年
度

手
当
の
内
訳

比
較

0

0

0

21,450

1,595

△  1,871

2,097

△  646

管 理 職
手 当

1,225

118,578

19,052

51,590

151,434

86,344

237,778

154,334

32,53846,766 118,89666,815

△ 3,218318

△ 950

20,002

55,758

24,662

69,720

107,348

68,686

児童手当

12

23,045

6,543

532

1,968

1,968

0

時 間 外
勤務手当

7,075 1,041

3,805 △  4,168

通勤手当

73,525

比 較

地域手当

6,790

6,820

△  30 126 1,882

△  5283,640

合 計

69,720

1,564

1,5521,353

△  312 0

44

44

3,805

勤勉手当

15 28

区 分

本 年 度

前 年 度

481

0

481

0

0 △  1

3,705

3,579

期末手当

28,293

26,411

扶養手当

0 △  1

0

合 計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員
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ア 会計年度任用職員以外の職員（一般職） （単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

２ 給料及び手当の増減額の明細 ［１ ア 会計年度任用職員以外の職員（一般職）］ （単位：千円）

0 0 0 0 1,651

比 較 0 0 165 142 0 0 0 0 0 0 307

通勤手当
特殊勤務
手 当

住居手当 児童手当 合 計

本 年 度 0 0 1,064 894 0 0 0 0 0 0 1,958

手
当
の
内
訳

区 分 地域手当 扶養手当 期末手当 勤勉手当
管 理 職
手 当

時 間 外
勤務手当

前 年 度 0 0 899 752 0 0

比
較

損益勘定支弁職員 0 579 307 886 60 946

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0

合 計 0 579 307 886 60 946

前
年
度

損益勘定支弁職員 2 4,541 1,651 6,192 380 6,572

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0

合 計 2 4,541 1,651 6,192 380 6,572

本
年
度

損益勘定支弁職員 2 5,120 1,958 7,078 440 7,518

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0

合 計 2 5,120 1,958 7,078 440 7,518

イ 会計年度任用職員（一般職）

区 分
4月1日 給与費 法 定

福 利 費
合 計

職員数（人） 報 酬 手 当 合 計

1,353 44 1,552 0 68,069

比 較 △  30 126 1,717 1,453 0 532 △  312 0 12 0 3,498

通勤手当
特殊勤務
手 当

住居手当 児童手当 合 計

本 年 度 6,790 3,705 27,229 22,151 1,968 7,075 1,041 44 1,564 0 71,567

手
当
の
内
訳

区 分 地域手当 扶養手当 期末手当 勤勉手当
管 理 職
手 当

時 間 外
勤務手当

前 年 度 6,820 3,579 25,512 20,698 1,968 6,543

比
較

損益勘定支弁職員 △  1 △  1,871 1,401 △ 470 △ 3,278 △ 3,748

資本勘定支弁職員 0 1,225 2,097 3,322 △ 950 2,372

合 計 △  1 △  646 3,498 2,852 △  4,228 △  1,376

230,065

前
年
度

損益勘定支弁職員 16 68,686 43,407 112,093 35,376 147,469

資本勘定支弁職員 10 39,308 24,662 63,970 20,002 83,972

合 計 26 107,994 68,069 176,063 55,378 231,441

本
年
度

15 66,815 44,808 111,623 32,098

合 計 25 107,348 71,567 178,915 51,150

143,721

資本勘定支弁職員 10 40,533 26,759 67,292 19,052 86,344

区 分
法 定
福 利 費

合 計
職員数（人） 給 料 手 当 合 計

4月1日 給与費

損益勘定支弁職員

配置換え等

説 明 備 考増 減 事 由 別 内 訳

給与改定に伴う増減分

昇 給 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 増 減 分

制度改定に伴う増減分

そ の 他 増 減 分

期末・勤勉手当の引上げ等

配置換え等

区 分 増 減 額

2,553

924

△ 4,123

906

2,592

△ 646　

3,498　

給 料

手 当
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〔以下、令和７年１月１日現在における給与等の状況です。〕

３　給料及び手当の状況

(円）

(円）

(歳）

(円）

(円）

(歳）

(２)　初任給（令和７年１月１日現在）

区 分

企業職
（事務・技術職）

部　長

６　級 ７　級 ８　級

主事補・技師補 主事・技師 主　任 係長・主査 課長補佐 課長・主幹 次　長

(級別の基準となる職務)

１　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級

計 25 100.0 計 26 100.0

8 8

7 27.0

4 9 36.0 4 11 42.4

7 1 4.0 7 1 3.8

6 1 4.0 6 1 3.8

1 3.8

2 3 12.0 2 3 11.5

令 和 ７ 年 １月 １日 現 在

1 1 4.0

令和６年１月１日現在

1

3 9 36.0 3

5 1 4.0 5 2 7.7

区 分
企業職（事務・技術職）

級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

大 学 卒 225,600 225,600

(３)　級別職員数

区 分
企業職（事務・技術職）

高 校 卒 194,500 194,500

短 大 卒 210,600 210,600

（単位：円）

区 分
企 業 職
（ 事 務 ・ 技 術 職 ）

一般会計の制度

行 政 職

令 和 ６ 年 １月 １日 現 在

平 均 給 料 月 額 334,073

平 均 給 与 月 額 389,662

平 均 年 齢 43.2

(１)　職員１人当たりの給与

区 分 企 業 職 （ 事 務 ・ 技 術 職 ）

令 和 ７ 年 １月 １日 現 在

平 均 給 料 月 額 338,332

平 均 給 与 月 額 397,162

平 均 年 齢 43.2
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（４）特殊勤務手当

給料総額に対する比率（％） 0.05

支給対象職員の比率（％）
（ 令 和 ７ 年 １ 月 １ 日 現 在 ）

支 給 対 象 職 員 1 人 当 た り
平 均 支 給 月 額 （ 円 ）

代表的な特殊勤務手当の名称

（５）期末手当・勤勉手当（令和７年１月１日現在）

6月 12月

本 年 度 2.25 2.35 4.60

前 年 度 2.20 2.30 4.50

一 般 会 計 の 制 度 2.25 2.35 4.60

（６）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当（令和７年１月１日現在）

区 分 備 考

支 給 率 等

一般会計の制度(支給率等)

（７）その他の手当（令和７年１月１日現在）

区 分

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

同じ

同じ

差 異 の 内 容

同じ

同じ

47.70900

47.70900

24.586875

24.586875

47.70900

47.70900

33.27075

33.27075

区 分

支給率計

企 業 職

（事務・技術職）

緊急出動勤務手当

区 分

24.00

最高限度額

（単位：月分）

有

有

有

２５年勤続の者 ３５年勤続の者２０年勤続の者

700

支給期別支給率

（単位：月分）

備 考
職制上の段階、職務の
級 等 に よ る 加 算 措 置
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継続費に関する調書

款 項 事　業　名

全体計画

年度 年割額

左の財源内訳

企業債 県補助金
他会計
出資金

損益勘定
留保資金

１　資本的
　　支　出

１　建  設
    改良費

令和
８

139,541 125,000

令和
７

325,595 293,000

－ 14,541

本田配水場
拡 張 事 業

－

－

32,595－

計 465,136 418,000 － － 47,136

-18-



前前年度
末までの
支払義務
発 生 額

前年度末
までの支
払 義 務
発    生
(見込)額

当該年度
支払義務
発    生
予 定 額

当該年度
末までの
支払義務
発    生
予 定 額

翌年度以
降の支払
義務発生
予 定 額

－ 325,595 325,595 －

－

－

－ － － 139,541

139,541325,595 325,595－ － 100.0%

（単位：千円）

備　考

30.0%

継続費の
総 額 に
対 す る
進 捗 率

70.0%
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前 川 原 送 水 管 基 本 ・
実施設計及び水源整備工
事 設 計 業 務 委 託

88,500 ― ―

川 本 浄 水 場 県 水 流 量 計
更 新 工 事 6,200 ― ―

浄配水場運転管理等業務
委 託 1,406,200 ― －

た な 卸 資 産 購 入 限 度 額 32,700 ― ―

設計積算システム更新業務 9,600 令和６年度まで 3,810

管 路 情 報 管 理 シ ス テ ム
更 新 業 務 117,900 ― ―

損 害 共 済 等 保 険 料 2,500 ― ―

土 地 賃 借 料 300 ― ―

コ ン ビ ニ 収 納 業 務 委 託 7,800 ― ―

メーター交換・長期中止中等
メーター撤去・漏水修繕待機業
務 委 託 及 び
特 設 配 水 管 用 資 材 費

44,100 ― ―

営 業 業 務 包 括 委 託 741,000 令和６年度まで 296,400

浄 配 水 場 警 備 委 託 18,500 令和６年度まで 9,544

浄 水 場 等 電 気 設 備
保 安 点 検 業 務 委 託 19,500 令和６年度まで 11,490

債務負担行為に関する調書

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

期 間 金 額
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令和7年度から
令和８年度まで 88,500 79,000 ― 9,500

106,000 ― 11,900

令和7年度から
令和８年度まで 6,200 ― ― 6,200

令和８年度から
令和12年度まで 1,406,200 ― ― 1,406,200

5,790 ― ― 5,790

令和８年度まで 32,700 ― ― 32,700

令和７年度から
令和９年度まで

令和7年度から
令和８年度まで 117,900

― 2,500令和８年度まで 2,500 ―

令和８年度まで 300 ― ― 300

― 44,100

令和８年度まで 7,800 ― ―

令和８年度まで 44,100 ―

7,800

令和８年度から
令和10年度まで 444,600 ― ― 444,600

― 8,956

― ― 8,010

令和７年度から
令和８年度まで 8,956 ―

令和７年度から
令和８年度まで 8,010

（単位：千円）

当 該 年 度 以 降 の 支 払
義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

損 益 勘 定
留 保 資 金

期 間 金 額 企 業 債 負 担 金
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（単位：千円）

１  固定資産

  （１）有形固定資産

      イ  土地 743,110

      ロ  建物 2,168,029

          減価償却累計額 △891,114 1,276,915

      ハ  構築物 49,766,806

          減価償却累計額 △21,095,007 28,671,799

      ニ  機械及び装置 10,255,528

          減価償却累計額 △6,516,244 3,739,284

      ホ  車両及び運搬具 17,663

          減価償却累計額 △15,012 2,651

      ヘ  工具、器具及び備品 157,623

          減価償却累計額 △146,669 10,954

      ト  建設仮勘定 51,478

          有形固定資産合計 34,496,191

  （２）無形固定資産

      イ  水利権 1,125

          無形固定資産合計 1,125

  （３）投資その他資産

      イ  投資有価証券 700,000

      ロ  その他投資 24

          投資その他資産合計 700,024

          固定資産合計 35,197,340

２  流動資産

  （１）現金預金 1,213,112

  （２）営業未収金 291,803

  　　　　貸倒引当金 △14,456 277,347

  （３）貯蔵品 11,111

        流動資産合計 1,501,570

        資産合計 36,698,910

令和７年度深谷市水道事業予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）

資　産　の　部

税抜

-22-



３  固定負債

  （１）企業債

      イ  建設改良費等の財源に充てるための企業債 10,772,814

        固定負債合計 10,772,814

４  流動負債

  （１）企業債

      イ  建設改良費等の財源に充てるための企業債 703,477

  （２）未払金 370,429

  （３）引当金

      イ  賞与引当金 17,982

        流動負債合計 1,091,888

５  繰延収益

  （１）長期前受金 11,743,410

  （２）収益化累計額 △6,041,518

        繰延収益合計 5,701,892

        負債合計 17,566,594

６  資本金

  （１）自己資本金

      イ  固有資本金 755,517

      ロ  繰入資本金 7,645,019

      ハ  組入資本金 9,356,720

          自己資本金合計 17,757,256

          資本金合計 17,757,256

７  剰余金

  （１）資本剰余金

      イ  国庫補助金 14,150

      ロ  県補助金 4,328

      ハ  受贈財産評価額 19,914

          資本剰余金合計 38,392

  （２）利益剰余金

      イ  減債積立金 21,000

      ロ  建設改良積立金 1,172,954

142,714

          利益剰余金合計 1,336,668

          剰余金合計 1,375,060

          資本合計 19,132,316

          負債資本合計 36,698,910

資　本　の　部

      ハ  当年度未処分利益剰余金

負　債　の　部
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（単位：千円）
１  営業収益

（１）給水収益 2,386,507

（２）受託工事収益 8,150

（３）加入金 86,800

（４）その他営業収益 74,412 2,555,869

２  営業費用

（１）原水及び浄水費 895,055

（２）配水及び給水費 109,865

（３）受託工事費 7,410

（４）総係費 194,688

（５）減価償却費 1,375,279

（６）資産減耗費 7,056 2,589,353

営業損失 △ 33,484 33,484

令和６年度深谷市水道事業予定損益計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

税抜

-24-



３  営業外収益

（１）受取利息及び配当金 3,970

（２）他会計補助金 7,936

（３）長期前受金戻入 228,126

（４）雑収益 15,613 255,645

４  営業外費用

（１）支払利息 130,871

（２）雑支出 249 131,120 124,525

経常利益 91,041

５  特別損失

（１）過年度損益修正損 1,819 1,819 △1,819

当年度純利益 89,222

52,449

当年度未処分利益剰余金 141,671

前年度繰越利益剰余金
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（単位：千円）

１  固定資産

  （１）有形固定資産

      イ  土地 743,110

      ロ  建物 2,168,029

          減価償却累計額 △834,383 1,333,646

      ハ  構築物 48,459,758

          減価償却累計額 △20,285,263 28,174,495

      ニ  機械及び装置 10,201,451

          減価償却累計額 △6,348,804 3,852,647

      ホ  車両及び運搬具 16,263

          減価償却累計額 △14,606 1,657

      ヘ  工具、器具及び備品 155,502

          減価償却累計額 △146,174 9,328

      ト  建設仮勘定 38,228

          有形固定資産合計 34,153,111

  （２）無形固定資産

      イ  水利権 1,188

          無形固定資産合計 1,188

  （３）投資その他資産

      イ  投資有価証券 700,000

      ロ  その他投資 16

          投資その他資産合計 700,016

          固定資産合計 34,854,315

２  流動資産

  （１）現金預金 1,144,614

  （２）営業未収金 297,528

  　　　　貸倒引当金 △15,843 281,685

  （３）貯蔵品 13,172

        流動資産合計 1,439,471

        資産合計 36,293,786

令和６年度深谷市水道事業予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）

資　産　の　部

税抜
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３  固定負債

  （１）企業債

      イ  建設改良費等の財源に充てるための企業債 10,467,291

  （２）引当金

      イ  修繕引当金 37,270

        固定負債合計 10,504,561

４  流動負債

  （１）企業債

      イ  建設改良費等の財源に充てるための企業債 706,087

  （２）未払金 277,342

  （３）引当金

      イ  賞与引当金 15,163

        流動負債合計 998,592

５  繰延収益

  （１）長期前受金 11,468,369

  （２）収益化累計額 △5,809,010

        繰延収益合計 5,659,359

        負債合計 17,162,512

６  資本金

  （１）自己資本金

      イ  固有資本金 755,517

      ロ  繰入資本金 7,645,019

      ハ  組入資本金 9,356,720

          自己資本金合計 17,757,256

          資本金合計 17,757,256

７  剰余金

  （１）資本剰余金

      イ  国庫補助金 14,150

      ロ  県補助金 4,328

      ハ  受贈財産評価額 19,914

          資本剰余金合計 38,392

  （２）利益剰余金

      イ  減債積立金 21,000

      ロ  建設改良積立金 1,172,954

141,672

          利益剰余金合計 1,335,626

          剰余金合計 1,374,018

          資本合計 19,131,274

          負債資本合計 36,293,786

資　本　の　部

      ハ  当年度未処分利益剰余金

負　債　の　部
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注 記 事 項 
 

１ 重要な会計方針に関する注記 

（１） たな卸資産の評価基準及び評価方法 

ア 量水器 

先入先出法に基づく原価法により算定している。 

（２） 固定資産の減価償却の方法 

ア 有形固定資産 

（ア） 償却資産  定額法 

ただし、取替資産については、取替法により算定している。 

（イ） 主な耐用年数 

建 物   ５０年 

構 築 物   ４０年 

機械及び装置 ８～２０年 

イ 無形固定資産  定額法 

（３） 引当金の計上方法 

ア 退職給付引当金 一般会計が負担することとしているため、計上していない。 

イ 賞 与 引 当 金 職員の期末・勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支給に備

えるため、当事業年度の末における支給見込額に基づき、当事業年度の負

担に属する額を計上している。 

ウ 貸 倒 引 当 金 債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込

額を計上している。 

（４） 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式をとっている。 

 

２ 予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記 

（１）重要な非資金取引  

該当なし。 

 

３ 予定貸借対照表等に関する注記 

（１） 企業債の償還に係る他会計の負担 

   予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に 

償還予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は３５，８３８千円である。 

 

-28-



４ セグメント情報の開示 

 深谷市水道事業会計は、水道事業の単一セグメントのため、記載を省略している。 

 

５ リース契約により使用する固定資産に関する注記 

（１） リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計 

処理によっている。 
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